
第２４号議案 

芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

令和６年２月１６日提出 

                      芦屋市長 髙 島  崚 輔 

提案理由 

令和６年度から令和８年度までの第９期芦屋市介護保険事業計画の策定に伴い保

険料率を改定するとともに、介護保険法施行令等の一部改正に伴い保険料段階の判定

に係る基準を整備するため、この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第 号 

芦屋市介護保険条例の一部を改正する条例 

 芦屋市介護保険条例（平成１２年芦屋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第４条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当

該各号に定める額とする。 

第４条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３３，７２０円

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３４，４４０円

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５０，７６０円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５１，６００円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５１，１２０円 (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５１，６００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６４，８００円 (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６０，２４０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７４，１６０円 (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６８，８８０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ８１，４８０円 (6) 次のいずれかに該当する者 ７５，７２０円 

ア （略） ア （略） 

イ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者（以下「要保護者」という。）であって、

イ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に

規定する要保護者（以下「要保護者」という。）であって、
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改正後 改正前 

その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イ、

第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、

第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは

第１７号イに該当する者を除く。） 

その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イ、

第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ

若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ９２，６４０円 (7) 次のいずれかに該当する者 ８６，０４０円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、

第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６

号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、

第１２号イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 １１１，２４０円 (8) 次のいずれかに該当する者 １０３，３２０円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号

イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ若し

くは第１７号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号

イ若しくは第１３号イに該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １２６，０００円 (9) 次のいずれかに該当する者 １１０，１６０円 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４００万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分
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改正後 改正前 

を除く。）又は次号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号

イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは第１７号

イに該当する者を除く。） 

を除く。）又は次号イ、第１１号イ、第１２号イ若しくは第

１３号イに該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １４０，８８０円 (10) 次のいずれかに該当する者 １２０，４８０円 

ア 合計所得金額が４２０万円以上５２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号

イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは第１７号イに該当する

者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１２号イ若しくは第１３号イに該

当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １５５，６４０円 (11) 次のいずれかに該当する者 １２８，７６０円 

ア 合計所得金額が５２０万円以上６２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号

イ、第１６号イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。）

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ若しくは第１３号イに該当する者を除

く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １７０，５２０円 (12) 次のいずれかに該当する者 １３５，９６０円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号

イ若しくは第１７号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 
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改正後 改正前 

(13) 次のいずれかに該当する者 １７７，９６０円 (13) 次のいずれかに該当する者 １４８，０８０円 

ア 合計所得金額が７２０万円以上８２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは第

１７号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）に該当する者を除く。） 

(14) 次のいずれかに該当する者 １８５，４００円 

ア 合計所得金額が８２０万円以上９２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ、第１６号イ若しくは第１７号イに該

当する者を除く。） 

(15) 次のいずれかに該当する者 １９２，７２０円 

ア 合計所得金額が９２０万円以上１，０００万円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イ若しくは第１７号イに該当する者を除

く。） 

(16) 次のいずれかに該当する者 ２００，１６０円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，２５０万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
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改正後 改正前 

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(17) 次のいずれかに該当する者 ２０７，６００円 

ア 合計所得金額が１，２５０万円以上１，５００万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分

を除く。）に該当する者を除く。） 

(18) 前各号のいずれにも該当しない者 ２１５，０４０円 (14) 前各号のいずれにも該当しない者 １５４，９２０円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和６年度から令和８年度における保険料率は、同号

の規定にかかわらず、２１，２４０円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は、同号

の規定にかかわらず、２０，７６０円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和６年度から令和８年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、３６，０００円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、３４，４４０円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和６年度から令和８年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、５０，８８０円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和３年度から令和５年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、４８，２４０円とする。 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があっ

た場合） 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があっ

た場合） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定

する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(1)に係る者

を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ若し

くは第５号ロ又はこの条例第４条第１項第６号イ、第７号イ、第

８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定

する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(1)に係る者

を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第

５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロに該当する

に至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至
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改正後 改正前 

３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは第１７号

イに該当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該

該当する

に至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第

１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属

する月から同項第１号から第１７号までのいずれかに規定する

者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 

った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第１号

被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する

月から令第３９条第１項第１号から第９号までのいずれかに規

定する者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とす

る。 

４ （略） ４ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置）

２ この条例による改正後の芦屋市介護保険条例第４条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５

年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。
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参 照 １ 

芦屋市介護保険条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨  

 令和６年度から令和８年度までの第９期芦屋市介護保険事業計画の策定に伴い

保険料率を改定するとともに、介護保険法施行令等の一部改正に伴い保険料段階の

判定に係る基準を整備するため、この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

(1) 保険料率の改定 

第９期芦屋市介護保険事業計画期間のサービス量等の推計により、令和６年度

から令和８年度までの各年度における保険料率を次のとおり改定する。 

（第４条関係） 

保険料率 

改正案 現 行 

保険料段階 
保険料率 

保険料段階 
保険料率 

月額 年額 月額 年額 

第１段階 1,770 円 21,240 円 第１段階 1,730 円 20,760 円

第２段階 3,000 円 36,000 円 第２段階 2,870 円 34,440 円

第３段階 4,240 円 50,880 円 第３段階 4,020 円 48,240 円

第４段階 5,400 円 64,800 円 第４段階 5,020 円 60,240 円

第５段階 6,180 円 74,160 円 第５段階 5,740 円 68,880 円

第６段階 6,790 円 81,480 円 第６段階 6,310 円 75,720 円

第７段階 7,720 円 92,640 円 第７段階 7,170 円 86,040 円

第８段階 9,270 円 111,240 円 第８段階 8,610 円 103,320 円

第９段階 10,500 円 126,000 円 第９段階 9,180 円 110,160 円

第 10 段階 11,740 円 140,880 円
第 10 段階 10,040 円 120,480 円

第 11 段階 12,970 円 155,640 円

第 12 段階 14,210 円 170,520 円
第 11 段階 10,730 円 128,760 円

第 13 段階 14,830 円 177,960 円

第 14 段階 15,450 円 185,400 円
第 12 段階 11,330 円 135,960 円

第 15 段階 16,060 円 192,720 円
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第 16段階 16,680 円 200,160 円
第 13 段階 12,340 円 148,080 円

第 17 段階 17,300 円 207,600 円

第 18 段階 17,920 円 215,040 円 第 14 段階 12,910 円 154,920 円

(2) 保険料段階の改定 

令和６年度から令和８年度までの各年度における、保険料段階の第９段階から

第１８段階に係る基準所得金額を次のとおり改定する。（第４条関係） 

改正案 現 行

保険料段階 内容 内容 保険料段階

第９段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が３２０万円以上４２０万
円未満のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が３
２０万円以上４００
万円未満のもの

第９段階

第１０段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が４２０万円以上５２０万
円未満のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が４
００万円以上６００
万円未満のもの

第１０段階

第１１段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が５２０万円以上６２０万
円未満のもの

第１２段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が６２０万円以上７２０万
円未満のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が６
００万円以上８００
万円未満のもの

第１１段階

第１３段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が７２０万円以上８２０万
円未満のもの

第１４段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が８２０万円以上９２０万
円未満のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が８
００万円以上１，０
００万円未満のもの

第１２段階

第１５段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が９２０万円以上１，０００
万円未満のもの

第１６段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が１，０００万円以上１，２
５０万円未満のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が
１，０００万円以上
１，５００万円未満
のもの

第１３段階

第１７段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が１，２５０万円以上１，５
００万円未満のもの

第１８段階
本人が市民税課税者で合計所得
金額が１，５００万円以上のもの

本人が市民税課税者
で合計所得金額が
１，５００万円以上
のもの

第１４段階
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(3)  その他規定の整理 

３ 施行期日等 

(1) 令和６年４月１日 

(2) 改正後の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年

度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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参 照 ２ 

   介護保険法施行令抜粋 

（特別の基準による保険料率の算定） 

第３９条 前条第１項の規定にかかわらず、特別の必要がある場合においては、市町

村は、基準額に各年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第１号被保

険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を保険料率とす

ることができる。この場合において、市町村は、第１３号に掲げる第１号被保険者

の区分を当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額に基づいて更に

区分し、当該区分に応じて定める割合を乗じて得た額を保険料率とすることができ

る。 

(1)  次のいずれかに該当する者 １０分の４．５５を標準として市町村が定める割

合 

イ 老齢福祉年金の受給権を有している者であって、次のいずれかに該当するも

の（ロに該当する者を除く。） 

(1) 市町村民税世帯非課税者 

(2) 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの 

ロ 被保護者 

ハ 市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年

中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合

計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た

額の合計額が８０万円以下であり、かつ、イ、ロ又はニに該当しないもの 

ニ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（イ（(1)に係る

部分を除く。）、次号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、

第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに

該当する者を除く。） 

(2)  次のいずれかに該当する者 １０分の６．８５を標準として市町村が定める割

合 

イ 市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年
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中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合

計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た

額の合計額が１２０万円以下であり、かつ、前号に該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（前号イ（(1)に

係る部分を除く。）、次号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８

号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当

する者を除く。） 

(3)  次のいずれかに該当する者 １０分の６.９を標準として市町村が定める割合 

イ 市町村民税世帯非課税者であり、かつ、前２号に該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第

９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当する者を

除く。） 

(4)  次のいずれかに該当する者 １０分の９を標準として市町村が定める割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていない者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年中の公

的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得

金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た額の合

計額が８０万円以下であり、かつ、前３号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第

１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当する者を除く。） 

(5)  次のいずれかに該当する者 １０分の１０を標準として市町村が定める割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていない者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、

第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当する者を除く。） 

(6)  次のいずれかに該当する者 １０分の１０を超える割合で市町村が定める割
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合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が市町村が定める

額未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、

第１２号ロ又は第１３号ロに該当する者を除く。） 

(7)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号

ロ又は第１３号ロに該当する者を除く。） 

(8)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１

３号ロに該当する者を除く。） 

(9)  次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当
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する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当する者を除

く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）、次号ロ又は第１３号ロに該当する者を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)

に係る部分を除く。）又は次号ロに該当する者を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 前号に定める割合を超える割合で市町村が定め

る割合 

イ 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が前号イに規定す

る額を超える額であって市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第１号イ（(1)
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に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

(14) 前各号のいずれにも該当しない者 前号に定める割合を超える割合で市町村

が定める割合 

２ 市町村は、前項の規定により、同項各号に定める割合、同項第６号イ、第７号イ、

第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ及び第１３号イに規定

する額並びに同項第１３号に掲げる第１号被保険者の区分を当該保険料の賦課期

日の属する年の前年の合計所得金額に基づいて更に区分する場合には当該合計所

得金額及び当該区分に応じて定める割合を定めるに当たっては、保険料収納必要額

を保険料により確保することができるようにするものとする。 

（第３項及び第４項省略） 

５ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は、基準額に同号に定める割合から１０分の１.７

を超えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額

であることとする。 

６ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は、基準額に同号に定める割合から１０分の２を超

えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額であ

ることとする。 

７ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者の保険料の減額賦課についての法第１４６

条に規定する政令で定める基準は、基準額に同号に定める割合から１０分の０．０

５を超えない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た

額であることとする。 
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介護保険料（月額基準額：第９期の保険料段階の第５段階）の推移について

1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期
（H12～H14） （H15～H17） （H18～H20） （H21～H23） （H24～H26） （H27～H29） （H30～R2） （R3～R5） （R6～R8）

月額保険料 2,840 3,300 4,400 4,400 5,090 5,490 5,490 5,740 6,180
前期との差 ー 460 1,100 0 690 400 0 250 440

期別

第２４号議案説明資料

2,840

3,300

4,400 4,400

5,090
5,490 5,490

5,740

6,180

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

6,500

（H12～H14） （H15～H17） （H18～H20） （H21～H23） （H24～H26） （H27～H29） （H30～R2） （R3～R5） （R6～R8）

1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期
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